
会議録 

 

 

 

日 時 令和 4年 6月 29 日（水）18 時 30 分～19時 30 分 

会 場 北広島市役所 5階 委員会室 

出席委員 飯浜会長、小林委員、亀岡委員、吉田委員、西澤委員、東口委員、高嶋委員、

油㘴委員 

欠席委員 百瀬委員、菊地委員 

市出席者 尾崎子育て支援部長、冨田子ども家庭課長、永坂子育て・学童担当参事、大西

子ども家庭課主査、記内子ども家庭課主査、畠山子ども家庭課主査、千葉子育

て・学童担当主査、木下子ども家庭課主任、石岡子ども家庭課主事 

 

1．開会 

 

○「委員の過半数が出席していることから、審議会が成立していること」を確認した。 

 

2．会長挨拶 

 

3．議事 

（1）学童クラブ運営業務の委託化について 

 ＜事務局より説明＞ 

 

○Ａ委員    学童クラブの初回運営委託が 3年間となっているが、児童センターは 5年

契約とある。3年になっているのは何故か。 

●事務局    初回から 5年間という長いスパンで委託すると想定してないことも起こり

得るためです。児童センターの運営委託の場合も初回の契約については 3年

間とし、その後から 5年というスパンで契約をしております。今回も初回は

3年間とし、軌道に乗れば 5年契約という安定的な形で運営を委託していき

たい。 

 

○Ａ委員    長く働き続けたいと思っている支援員の中には、3年間で委託業者が変わ

ってしまったらとか、雇用条件や保育の内容、支援員が次々に入れ替わって

しまったらとか、不安を感じている方もいる。保護者の方からも委託するん

ですねと声をかけられることもあるそう。そのあたりどうお考えか。 

●事務局    業者の選定はプロポーザルという形でより良い事業所を選考できるように

努める。また、学童クラブの運営主体は変わらず市で続けるため、委託後の

評価もその後の委託の選考に影響する。そのため、市でも事業者の運営状況

のチェック体制を整え、安定的な運営に努めたい。 

 

○Ｂ委員    職員数は現在何人いるのか。また、北広島市内に在住されている方がどの

くらいいるのか。 

●事務局    支援員は主任が 7名、放課後児童支援員が 38名、補助員が 37名で計 82名

別記様式(第 3条関係) 
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となっており、市内在住者について、以前の調査では、約 4人に 1人が市外

在住でした。 

 

○Ｂ委員    市外の事業者に委託となった場合に、北広島市から市外の施設に異動もあ

るのか。 

●事務局    市の安定的な体制を継続したいという考えや支援員の変更を望まない保護

者の声を事業者に伝えた上で、プロポーザルの中で確認する。先行して委託

化している自治体に調査したところ、委託化以前からの支援員が 8割以上残

っているという結果もあるため、当市でも同程度の水準を保てるよう努めて

いきたい。 

 

○Ｂ委員    例えば委託先の事業者が市外の法人だった場合、休館等についての見解が

異なることはないか。 

●事務局    休館等は、市の意向に沿って運営する形になる。 

 

○Ｃ委員    東部地区と西の里地区の児童センターの計画はどうなっているのか。 

●事務局    児童の学びの場や遊びの場、その環境整備は引き続き市の責務であり、学

童クラブの委託化とは別に中長期的な検討を続けていく。 

 

○Ｃ委員    具体的な計画は西の里はあるが東部はないと記憶している。また、西の里

が計画より遅れていると認識しているがいかがか。 

●事務局    西の里地区は複合施設という計画はあるが、東部はまだ具体的には決まっ

ていない。これから検討していかなければならないと認識している。 

 

○Ｄ委員    安定的な運営体制の人材確保という項目について、委託化によって人材確

保のネットワークによる確保とあるが、現在の希望者が少ない主な理由はは

っきりしているのか。委託になった場合にそれが解消される見込みがあるの

か。 

●事務局    市ではタウンワーク等で募集をしてきたが、必要なときに必要なだけ募集

があるということは少ない。事業者からの聞き取りでは、人材確保の会社と

連携を取った派遣や、近隣で実施している施設から一時的に補充など、柔軟

な対応が可能と聞いている。 

 

○Ｅ委員    支援員の方から、保育の指導方法や雇用の継続性について不安を聞かされ

ていて、まずは支援員が安定して働ける場を整えていただきたい。また、タ

ブレットの端末での学習支援に果たして指導員全員が携わることができるの

か。 

●事務局    事業者の変化や学習支援のプログラムの変化への対応について支援員が抱
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える不安は認識しており、その解消のためにも半年間の引継ぎ期間を設けて

いる。事業者との協議の中でもその期間中に不安を感じている部分への研修

を要望するなど支援員の意見を聞き取りながら不安の解消に努めていきた

い。 

 

○Ｆ委員    質問は特にないが、輪厚児童センターは多くの子どもたちが利用してお

り、そこで様々な方と交流することに価値を感じている。その支援員さんた

ちの雇用形態は重要だと考えている。報告を見ると市が細かく丁寧に情報を

公開しながら進めていることも分かるので、その両方の思いが伝わっていけ

ばいいと思う。これからの広報活動もそこを重要視してほしい。 

 

●事務局    西部地区は地域とのつながりも強く、児童センターも学童クラブもいい部

分はなくさないよう努めていきたい。 

 

○会長     7 月上旬のプロポーザルでは、委員の皆様からの質問や意見を踏まえて、

受託業者の選定に当たってほしい。 

それから資料の 2ページ目の比較表の苦情等の対応について、受託者と市

との連携が必要と整理されているためが、容易ではないと感じるので、この

連携が取れる事業者を選定してほしい。 

 

4．その他 

（1）子ども・子育て関係施設の利用状況と主な動きについて 

 ＜事務局より説明＞ 

 

○会長     事務局から説明のあった子育て世帯生活支援特別給付金給付事業につい

て、申請が必要な世帯に漏れのないよう、委員の皆さまに何かお考えやお気

づきの点があれば教えていただきたい。 

○Ｅ委員    民生児童委員が各地区を担当しているため声をかけることができるかもし

れない。市で申請が必要な方がわかっているのであれば、民生委員にコンタ

クトして、パンフレットを入れるとか。 

●事務局    先日の民生委員役員会に出席し、該当しそうな世帯があった場合、該当し

なくても構わないので市に情報を入れてほしいと伝えてきました。また、各

町内会の班回覧等でも各世帯に情報提供します。 

 

○Ｃ委員    自分が対象かわからない人もいるのではないか。 

●事務局    今年（令和 4年）に入ってから家計が急変して基準と同程度の所得になっ

た方がわかりづらい。例えば、児童扶養手当の申請で窓口にいらっしゃる方

は世帯が分かれるため所得が急変される方がほとんどになる。そういう方に
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は児童扶養手当の申請にあわせて、この給付金の案内をしている。また、住

民税は去年の所得の情報をもとに今年が非課税か判断されるため、今年の情

報がつかみづらい部分がある。近くで仕事をやめたご家庭があったらこうい

う給付金があるとお声掛けをいただければありがたいです。 

 

（2）子どもの権利 10 周年記念事業について 

＜事務局より説明＞ 

 

●事務局    補足ですが、現在、市内の各学校で巡回パネル展を行っており、3校目が

実施される予定です。 

 

○Ｆ委員    子どもの権利については、北広島市としてうたってはいるが、浸透し切れ

ていない部分があると思う。今回の 10周年記念企画はいいきっかけで、全学

級で川柳コンテストを実施した中学校もある。子どもの本音なので、ちょっ

と失礼にあたるようなことや不満を書いている子もいたりするようだが、そ

れも一つの子どもの意見だととらえられたらと思う。 

●事務局    日々ご協力いただきましてありがとうございます。この川柳と写真のコン

テストについては、子どもの権利推進委員会で賞の選考をしていただきま

す。協賛いただけるところも出てきており、何らかの賞などをお渡しするこ

とで達成感や自己有用感を育んでいただければありがたいなと考えている。

ありがたいことに学校には今年度も多くのご協力をいただいている。引き続

きご支援をよろしくお願いしたい。 

 

○会長     北広島市の子どもの権利条例は素晴らしい取組だといつも思っているが、

意見もあったように、なかなか浸透していかないという部分。子どもたちに

伝えていくことも大事だが、保護者も含めた大人たちがしっかりと理解し、

それを子どもたちに伝えていけるように、子どもの権利を意識して子どもと

関われるようにそんな街であってほしいと思う。 

●事務局    市内のいろんな施設で巡回子どもの権利相談というものを行っており、そ

の際に相談員が保護者の方と直接触れ合う機会がある。子どもの自己有用感

を育む取組をメインに行っており、子どもらが子どもらしく生きるというと

ころを伝えていく取組をしている。また、国のほうで今回子ども基本法が制

定され、そこで子どもの権利に関する包括的な法律というものが出来たの

で、これから計画的に周知徹底の取組が図られていくものと思う。 

 

●事務局    追加で報告がある。子ども子育て支援プラン第 2期のプランについて、今

年度が中間年、見直しをする年となっている。見直しが必要かどうかも含め

て検討しており、次回の子ども・子育て会議の場で報告したい。時期として
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は、10 月から 11 月に第 2回を予定している。 

 

5.閉会 


